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       未来を語り 未来を創り 未来に残す。  

                                   
                                        
  

企業繁栄のアドバイザー 

日本の農産物高くても買いましょう。それは日本の自然環境と生命、 
健康等を守ることです。（日本の農産物を高く買う国民運動連盟）  

 人手不足 新入社員とパートの戦力化で経営の立て直しをしよう 
人は城、人は石垣、人は堀、情は味方、寇は敵なり 

 

 
 

 

無事に令和６年分確定申告を終えることができて職員一同と共にホッ

と一安心しております。ひとえにお客様皆様のご理解とご協力によるも

のです。この場を借りてお客様皆様に厚くお礼申し上げます。 

毎月の巡回監査が遅れていますので、至急対応させていただきます。

担当者からの連絡がありますので、巡回監査の日程調整や書類準備な

ど、どうぞよろしくお願い申し上げます。 

 

 

 

何とか確定申告を乗り切ることができました。皆様のご協力のおかげで

す。職員がよくやってくれました。本当にありがとうございました。 

感謝、感謝です。 

１ まず暗号資産の申告があったことです。初

めてのことでしたが、所得税では雑所得に

分類されます。暗号資産は保有しているだ

けでは税金はかかりません。暗号資産の売

却や使用によって利益が生じた場合、その

利益は原則として雑所得になります。雑所得の損失は損益通算でき

ませんので、株式等の売買(分離課税)とは違います。総合課税です。

利益が発生する取引は、①暗号資産の売却(円換金) ②別の暗号資

産への交換 ③商品やサービスの購入などに使用した場合 です。 

[参考]納税通信 第 3860号より 

２ 次にふるさと納税です。これは全国津々浦々北海道から沖縄県ま

での各市町村(地方自治体１，７８８)の有名な品物を貰うために

寄付してそれを食べた後に、確定申告で寄付金控除が出来る素晴

らしいことです。この制度を大いに活用すること

により①地方自治体の経済効果に寄与すること 

②地元の農林水産業にとっては売上になること 

③寄付した納税者は食べて更に税金が安くなる 

三方良しです。この制度をもっと有効に活用した

いですね。１００万円以上も寄付した人がいまし

たが驚いた次第です。 

３ 米が高くなったと騒いでいますが、農家か

らすれば原価割れです。１㎏１，０００円、 

６０㎏で６０，０００円ならばいいですが、

１㎏１，０００円でも他の物価からすれば

安いと思いますよ。今の日本は食糧自給率

３８％です。国家としての保有米を都道府

県ごとに保有すべきです。１年間分位は保

有すべきです。日本は２．５ヶ月分位です。

国家の安全保障上からも大至急手を打つべきではないでしょうか。

政治家はもっとこの国を将来どうするかビジョ

ンがないように思えます。だから農業等に就職

する人がいなく、高齢者(７０歳以上)が頑張っ

ていますが先がありませんね。防衛予算より生

命を守る農林水産業に予算を配分すべきではな

いでしょうか。 

４ 消費税は廃止して売上税を導入して国家を再構築しようではあ

りませんか？インボイス制度の見直しを 

  ①消費税は人を雇用すればするほど消費税納税額が増加すること

です。人を採用して雇用を確保することが経済を活性化する唯

一の方法です。この消費税を逃れるために人材派遣業から雇用

すれば消費税の仕入税額控除が出来る

→この結果、正社員と非正社員との格

差が生じて、そのひずみが生じるので

す。低所得者ほど今日の食事をするた

めには消費税を支払わなければなりま

せん。低所得者を益々苦しめるのは消

費税です。 

  ②次に消費税は大企業に有利です。消費税を支払っていないのか。

まず銀行等の金融機関です。大企業の売上に課税すればよいの

です。次に大手生命保険会社・損保会社です。これには消費税

が課税されていません。日本生命や大同生命、東京海上日動等

です。さらに輸出している企業です。トヨタ自動車をはじめ、

自動車や機械メーカーの輸出には消費税が免除されます。これでは

大企業に有利ではありませんか。 

   熊本日日新聞(令和６年６月２１日)によると２０２２年国内企業

２９１万社の営業収入１，７２２兆円、これに３％の売上税を課税

すれば５１．６６兆円∴５２兆円位の税収入が見込まれるのです。

これは企業からの売上税ですから課税したら納税者(消費者)は負

担しません。これだけで国内企業の消費が伸びるかが想像できるで

しょう。１０３万円の壁、１３０万円の壁、１７８万円など２００

万円以下の納税者から税金を取らなくてもよいし、学校の無償化、

高額医療費の問題、農林水産業への支

援等色々な施策が出来るのです。 

 ③インボイス制度が導入されて、１，０００

万円以下の大工さんや左官さん、飲食店

等、消費税を支払っていかなければなら

なくなったことが、今度の確定申告で出

ているのです。いくらもない所得の人から課税すべきではありません。

インボイス制度は導入しても売上が１，０００万円以下からは免税事

業者にすべきです。消費税の支払はしなくていいようにすべきです。

消費税は弱い人ほど課税されるようになっています。 

 ④今年の参議院議員選挙では、消費税を廃止して売上税を導入して新し

い国家建設をしようではありませんか。そのような政党が出馬しませ

んかね。消費税廃止して売上税導入を。 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

令和６年１２月に公表されました令和７年度税制改正大綱について主な

事項を掲載します。 

【 法人税 】 

○中小企業等に対する軽減税率、中小企業投資促進税制の延長 

  「令和７年３月３１日までに開始する事業年度」から２年間延長され、

「令和９年３月３１日までに開始する事業年度」となる。 

○中小企業経営強化税制の見直し・延長 

 生産性向上設備(Ａ類型)、収益力強化設備(Ｂ類型)の見直し、デジタ

ル化設備(Ｃ類型)の終了、適用期限を２年延長。 

未来税務会計ニュース 

令和６年分 確定申告が無事に終了しました 

農家の方より是非皆様にお知らせくださいませんかと頼まれまし

た。チラシ等を同封しますのでご覧下さいませ。お願いします。 

①酪農家が減ると、どんなことが起こるのだろう？ 

②外国人労働者の職場定着のために助成金を活用しませんか？ 

令 和 ６ 年 分 の 確 定 申 告 に つ い て 

令 和 ７ 年 度 税 制 改 正 大 綱 
暗号資産 法定通貨

具体例
ビットコイン(BTC)

イーサリアム(ETH)など
日本円や米ドルなど

発行主体
原則として発行主体や中心的

な管理者が存在しない
国家や銀行

価値 需要と供給で決定 国家や銀行が保証

形態

インターネット上でのやり取

りできる電子データなので、

物理的な実体はない

紙幣や硬貨など物理的な実体

がある

送付

インターネットを介して素早

く安価に、世界中に送付でき

る

時間がかかり、手数料は高い

偽造防止

暗号技術を基にしたブロック

チェーン技術等により偽造や

不正行為が現実的には行えな

い仕組みになっている

国家や銀行が保証

【表】暗号資産と法定通貨(国家が発行する通貨)の違い
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 未来を語り 未来を創り 未来に残す。  

                                人手不足⇒一青年を適当に教育する功績は、一城を取るに勝る 

                                         人は城、人は石垣、人は堀、情は味方、寇は敵なり 

   

日本の農産物高くても買いましょう。それは日本の自然環境と生命、
健康等を守ることです。（日本の農産物を高く買う国民運動連盟）    
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      http://www.mirai-town.net/ 

電子ニュース希望の方は 

n-koizumi@miraizeimu.com まで 

 

今 月 も 無 料 相 談 会 を 開 催 し ま す ！ 

【 個人所得課税 】 

○物価上昇時の税負担及び就業調整への対応 

 ①基礎控除の引き上げ 

合計所得金額が２，３５０万円以下である個

人の控除額が５８万円(改正前４８万円)に引

き上げられる。 

 ②配偶者・扶養親族の合計所得金額要件の引き上げ 

配偶者控除の対象となる配偶者、及び扶養控除の対象となる扶養親

族の合計所得金額要件が５８万円以下(改正前：４８万円以下)に

引き上げられる。 

③特定親族特別控除(仮称)の制度の創設 

対象となる親族の収入に応じて、控除額が定めら

れており、合計所得金額が５８万円超１２３万円

以下において段階的に控除を受けることができ

るようになる。 

 ④子育て世帯等に対する控除の拡充等 

 

【 贈与税】 

○事業承継税制 

法人版事業承継税制(特例措置)及び個人版事業承継税制について、いず

れの税制においても後継者要件として、その自社株式又は事業用資産の

贈与の日まで３年以上継続して、役員等であること又は事業用資産に係

る事業等に従事していたことが求められていることから、事業承継の準

備を行えていなかった事業者にとっては、本税制が適用できなくなる実

質的な期限が、適用期限よりも先に到来することとなる。 

コロナ禍や物価高騰等の急激な経営環境の変化により、事業承継の具体

的な検討が遅れている事業者がいることも想定されるため、適用期限が

到来するまでの間、本税制を最大限に活用できるよう、役員就任要件等

の見直しを行う。 

 

【 消費税 】 

○ 外国人旅行者向け免税制度(輸出物品販売場制度)の見直し 

・免税方式の見直し 

・免税対象物品の範囲の見直し 

区分、購入限度額(５０万円)、特殊包装、 

要件を廃止 など 

・免税販売手続きの見直し 

 

 
 

〇４月１０日（木） 

３月分源泉所得税・住民税の特別徴収税額の納付 

〇４月１５日（火） 

 給与支払報告に係る給与所得者移動届出 

令和７年４月１日から令和８年３月３１日までの雇用保険料率は以下

のとおりです。令和６年度から変更となっておりますので、給与計算の

際はお間違いのないようにご留意下さいませ。 

<令和７年度の雇用保険料率> 

 

 

 

当事務所では、相続事業承継に関する様々な疑問にお答えするために、

個別相談会を開催致します。 

日 時：毎週水曜日 10：00～16：00の時間 

※上記の時間帯は先着順での受付となる

ため、ご希望の時間帯に沿えない場合が

ございます。予めご了承ください。 

※上記日程以降も毎月個別相談会を開催

予定としております。 

また、電話相談は正確なアドバイスができませんので、一切行ってお

りません。この機会にぜひご参加下さいませ。 

 

４月１日現在で給与の支払を受けなくなった者があるときは 

４月１５日までに関係の市町村長に届け出る必要があります 

令 和 ７ 年 度 の 雇 用 保 険 料 率 

  ４ 月 の 税 務      

労働者負担 事業主負担 雇用保険料率

令和７年度 5.5/1,000 9/1,000 14.5/1,000

令和６年度 6/1,000 9.5/1,000 15.5/1,000

令和７年度 6.5/1,000 10/1,000 16.5/1,000

令和６年度 7/1,000 10.5/1,000 17.5/1,000

令和７年度 6.5/1,000 11/1,000 17.5/1,000

令和６年度 7/1,000 11.5/1,000 18.5/1,000

建設の事業

農林水産
清酒製造の事業

一般の事業

事業の種類

後継者要件 改正前 改正後

役員就任要件
(法人版：特例措置)

贈与の日まで３年以上継続して
役員等であること

贈与の直前において
役員等であること

事業従事要件
(個人版)

贈与の日まで３年以上継続して
事業等に従事していたこと

贈与の直前において
事業等に従事していたこと
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